
平成 17 年度 豊後大野市のバランスシート 

 

 バランスシートとは、ある時点における資産・負債・資本の残高を総括的に

対照表示し、財政状態を明らかにする報告書です。

 

            「資産」＝「負債」＋「正味資産」 

 

平成 17 年度 豊後大野市のバランスシートの概要 

 

[資産の部] 

 平成17年度末現在の豊後大野市の普通会計の資産総額は862億5,438万円で、

市民一人当たりにすると 201万 6千円になります。 

  

「有形固定資産」が 750億 8,426万 4千円（市民一人当たり 175万 5千円）

で、資産総額の 87％を占めています。「有形固定資産」で大きな割合を占めてい

るのは、道路や公園などの土木費の 34.7％、学校や公民館などの教育費 28.7％、

林道整備などの農林水産業費 15.3％、エイトピアおおのなどの総務費 12.4％で、

土木や教育関係の資産が重点的に整備されてきたことが分かります。 

 

 そのほかの資産は、投資及び出資金・貸付金・基金の「投資等」が 53億 1,373

万 6千円(市民一人当たり 12万 4千円)、現金・預金や未収金の「流動資産」が

58億 5,638万円（市民一人当たり 13万 7千円）となっています。 

 

[負債の部] 

 負債は 435億 865万 2千円で、市民一人当たりにすると 101万 7千円になり

ます。 
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 負債のうち、大きな割合を占めるものは「地方債」で、「翌年度償還予定額」

をあわせた地方債の残高は 394億 5,997万 3千円(市民一人当たり 92万 3千円)

となっています。 

 

 そのほかに、年度末に全職員が退職したとみなした場合の退職手当の要支給

額を見積もった「退職給与引当金」として 40億 4,867万 9千円（市民一人当た

り 9万 5千円）を負債に計上しています。 

 

[正味資産] 

 資産から負債を差し引いた正味資産は、427億 4,572万 8千円で、市民一人当

たりにすると 99万 9千円となります。 

 

 正味資産の内訳は、国庫支出金が 97億 5,089万１千円（22.8％）で、都道府

県支出金が 120億 9,408万 3千円(28.3％)、残りの一般財源等が 209億 75万 4

千円(48.9％)です。 

 

 なお、負債と正味資産の割合は、負債が 50.4％、正味資産が 49.6％となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



用語の説明 

[[[[資産資産資産資産のののの部部部部]]]]  一会計年度を超えて地方公共団体の経営資源として用いられる

と見込まれるものです。 

有形固定資産 

 これまでに取得した土地や整備した道路・施設等のことで、「総務費」「民生 

費」などの行政目的別に区分して表示します。 

 昭和 44 年度以降の決算統計上の普通建設事業費（道路・橋りょう・学校・庁 

舎等の建設事業に要する投資的経費）の累計をもって取得原価とし、土地以 

外の有形固定資産は道路・庁舎等の区分ごとに設定された耐用年数により、 

定額法による減価償却を行い算出します。 

投資及び出資金 

 財団法人等への出えんや有価証券などです。 

貸付金 

 奨学金や住宅整備資金などの貸付金です。 

基金 

 流動性の高い基金である「財政調整基金」及び「減債基金」以外の基金です。 

現金・預金 

 流動性の高い基金である「財政調整基金」「減債基金」と、普通会計決算にお

ける歳入歳出差引額の「歳計現金」に分けて計上します。 

未収金 

 市税や使用料等の収入未済額です。 

 

[[[[負債負債負債負債のののの部部部部]]]] 将来において、支払いや返済の義務を有するものです。 

      支払い期日が 1 年を超える「固定負債」と、翌年度以内に返済す

る「流動負債」に区分します。 

地方債  

地方債のうち、翌年度償還予定額以外のもの 

退職給与引当金  

 職員手当は職員が実際に退職した時に支払われますが、すでに退職手当の支 

払いの原因となる一定期間の労働の提供を受けていることから、これに対す 

る対価相当額を引当金として計上します。本市では、対象職員数・平均給料 

月額・平均勤続年数を基にした推計値を計上しています。 

 

[[[[正味資産正味資産正味資産正味資産のののの部部部部]]]] 正味資産は、資産形成の財源のうち負債以外のものをいい、

「国庫支出金」「都道府県支出金」「一般財源等」に分けて表示



しています。「国庫支出金」「都道府県支出金」のうち、有形固

定資産の取得に充てられたものは、有形固定資産の耐用年数に

応じて償却します。 

 

債務負担行為に関する情報 

 債務負担行為とは、将来の支出を伴う可能性のある行為について、その行為

をすることができる事項・期間・限度額を予算において定めたものです。 

 自治体バランスシートでは、債務負担行為のうちＰＦＩ等の手法で整備した

有形固定資産で物件の引渡しを受けたものや履行すべき額が確定したものは負

債に計上しますが、それ以外の債務負担行為については「注意事項」として欄

外に表示しています。 

 


